
「代執行」で
  自治体の権利
　　　　奪うな

「辺野古新基地建設工事の中止と普天間基地の無条件撤去を求める請願」署名にご協力を！

埋め立て反対７割超
「県民の明確な民意こそ公益」

　予定地に広がる水深90㍍の軟弱地盤を改良する技術はなく、大量の埋
め立て土砂や作業船確保の見通しも立っていません。できる見通しのな
い基地建設工事が残すものは、巨大な環境破壊と、2兆円超もの浪費で
す。「世界一危険」と言われる普天間基地の危険性除去に必要なのは辺
野古「移設」ではなく、基地の運用停止・閉鎖・撤去です。
　国は民意を尊重し、計画をただちに中止すべきです。

　沖縄県名護市辺野古への米軍新基地建設工事について、防衛省の設
計変更申請を「不承認」とした玉城デニー沖縄県知事に対し、知事に
代わって政府が承認する「代執行」のための訴訟を国土交通大臣が起
こしました。判決は12月20日です。
　「代執行」は、本来地方自治体が持つ公有水面埋め立て承認の権限
を国が奪うものです。これが認められれば国が自治体の事務を「代執
行」する初めての例となります。
　裁判の争点の一つ「放置すれば著しく公益を害するか」について、
国は「我が国の安全保障と普天間飛行場の固定化の回避に関わる」と
主張。玉城知事は県民投票（下表）の結果などを踏まえ「県民の明確
な民意こそが公益だ」と訴えています。

　沖縄県名護市辺野古への米軍新基地建設に向け、

岸田政権がさらなる強硬手段に出ています。

http://j-peace.org/ ⓣ ⓕ
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一人ひとりの平和の願いをもとに行動する平和NGOです
「平和新聞」（旬刊）、「平和運動」（月刊）発行中

もたらされるのは
環境破壊と2兆円の浪費

沖縄･辺野古 米軍基地建設

反対
７２％

賛成
１９％
賛成
１９％

どちらでも
ない９％
どちらでも
ない９％

新基地建設のための
埋め立てに

（19/2/24 沖縄県民投票）

「県民の明確な民意こそが

公益だ」「国は沖縄県との

対話に応じていない。双方

の対話で解決の道を探るこ

とこそが最善の方法だ」

（玉城沖縄県知事）


